
1　継続事業の前提に関する注記

該当する事項はありません。

2　重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　該当する事項はありません。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　該当する事項はありません。

（3）固定資産の減価償却の方法

　　　建物付属設備・車両運搬具・什器備品・・・定額法により減価償却しています。

（4）引当金の計上方法

　　　退職給付引当金・・・期末退職給付の要支給額に相当する金額から中小企業退職金共済給付額を控除した

　　　金額を計上しています。

（5）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　該当する事項はありません。

（6）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式です。

3　会計方針の変更

　　　該当する事項はありません。

4　基本財産及び特定資産の増減及びその残高

基本財産 0 0 0

5　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産 0 0 0 0

6　担保に供している資産

　　　該当する事項はありません。

7　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

8　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

9　保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

　　　該当する事項はありません。

財政運営資金積立資産 10,849,071 0 0 10,849,071

0

（単位：円）

退職給付引当資産 (34,054,358)

（単位：円）

（うち負債に対応す
る額）

当期末残高

0

0

(34,054,358)

0

268,9885,055,946

(13,527,397)

0

(34,054,358)

4,786,958

小計 47,581,755 0

科目 取得価額

什器備品 2,780,596 2,646,344

建物付属設備

134,252

減価償却累計額

車輌運搬具 0 0

(13,527,397)

0

減価償却引当資産 2,678,326 0 (2,678,326)

財政運営資金積立資産

34,054,358 0

当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

特定資産

小計 0

科目

47,581,755

減価償却引当資産 2,678,326 0

0

47,581,755

合　計 44,740,755

0

31,213,358 2,841,000

0

0

財務諸表に対する注記

科目 前期残高 当期増加額 当期減少額

小　計 44,740,755

2,678,326

34,054,358

134,736

10,849,071 0 (10,849,071)

合計

0

0

当期残高

（単位：円）

0

2,841,000 0

2,275,350 2,140,614

小　計 0 0

特定資産

退職給付引当資産

47,581,755 0

2,841,000

合計

　　　該当する事項はありません。



10　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　該当する事項はありません。

11　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

前期末 当期末 貸借対照表上

残高 残高

国 0 0

市 0 0

0 0

12　基金及び代替基金の増減額及びその残高

　　　該当する事項はありません。

13　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　該当する事項はありません。

14　関連当事者との取引の内容

　　　該当する事項はありません。

15　キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

　　　該当する事項はありません。

16　重要な後発事象

　　　該当する事項はありません。

17　その他

　　　　指定管理事業、令和3年度赤字補填分として、21,298,574円を過年度雑収益として収入しています。

附属明細書

1　基本財産及び特定資産の明細

　　　　財務諸表に対する注記4に記載しています。

2　引当金の明細

運営補助金 －23,917,000

合計 52,741,000 52,741,000

運営補助金 28,824,000 28,824,000

23,917,000

34,054,358

当期 当期

増加額 減少額

その他

－

補助金

（単位：円）

補助金等の名称 交付者
の記載区分

期末残高
目的使用

当期減少額

退職給付引当金 31,213,358 2,841,000 00

科目 期首残高 当期増加額


